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我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方について

平成15年８月５日

原子力委員会決定

我が国の原子力利用は、原子力基本法に則り、厳に平和の目的に限り

行われてきた。今般プルトニウム利用を進めるにあたり、原子力委員会

は、平和利用に係る透明性向上の観点から下記の基本的考え方を示すこ

ととする。

記

１．プルトニウムの平和利用に対する考え方

我が国は核兵器の不拡散に関する条約（ＮＰＴ）を批准し、それに基

づく厳格な保障措置制度の適用を受けることにより、プルトニウムの平

和利用に対する国際的な担保がなされている。しかしながら、プルトニ

ウムという機微物質の利用に対する国内的及び国際的な懸念を生じさせ

ないためには、プルトニウムの利用の透明性向上を図ることにより国内

外の理解を得ることが重要である。そのため、原子力委員会としては、

利用目的のないプルトニウム、すなわち余剰プルトニウムを持たないと

の原則を示すとともに、毎年プルトニウム管理状況を公表するなど関係

者がプルトニウム平和利用に係る積極的な情報発信を進めるべきである

との方針を示してきたところである。

我が国初の商業用再処理工場である六ヶ所再処理工場については、現

在建設が最終段階に達しており、アクティブ試験の段階から使用済燃料

からのプルトニウムの分離、回収が開始されることとなる。

六ヶ所再処理工場の操業に伴い、今後は相当量のプルトニウムが分

離、回収されることとなるため、原子力委員会としては、当該プルトニ

ウムの利用目的を明確に示すことにより、利用のより一層の透明性の向

上を図ることが必要であると考える。

２．プルトニウムの利用目的の明確化のための措置

プルトニウムの利用目的を明確に示すため、原子力委員会は、以下の

基本的考え方を満たす措置を実施することが必要であると考える。この

措置により明らかにされた利用目的の妥当性については、原子力委員会

において確認していくこととする。
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①プルトニウム利用計画の公表

電気事業者は、プルトニウムの所有者、所有量及び利用目的を記載し

た利用計画を毎年度プルトニウムを分離する前に公表することとする。

利用目的は、利用量、利用場所、利用開始時期及び利用に要する期間の

目途を含むものとする。ただし、透明性を確保する観点から進捗に従っ

て順次、利用目的の内容をより詳細なものとして示すものとする。

②利用計画の変更

プルトニウム利用計画が国内外に対する透明性の向上のための手段と

して実効性を有するためには、最新の状況をふまえた利用計画とするこ

とが必要である。そのため、電気事業者のプルサーマル計画の進捗状

況、日本原燃の再処理工場等の稼働状況等により利用計画への影響が懸

念される場合には、電気事業者及び日本原燃は、取るべき措置について

の検討を行い、必要があれば利用計画の見直しを行うこととする。

３．海外で保管されるプルトニウム及び研究開発に利用されるプルトニ

ウムについて

海外で保管されているプルトニウムは、プルサーマルに使用されるも

のについては、海外でＭＯＸ燃料に加工された上で我が国に持ち込まれ

ることとなる。そのため、その利用について平和利用の面から懸念が示

されることはないと考えられるが、透明性の一層の向上の観点から、燃

料加工される段階において国内のプルトニウムに準じた措置を行うもの

とする。

核燃料サイクル開発機構東海再処理施設において分離、回収されるプ

ルトニウムについては、核燃料サイクル開発機構など国の研究機関にお

いて保管され、また研究開発等に利用されているが、これら研究開発に

利用されるプルトニウムについても、研究開発が有する情勢の変化によ

って機動的に対応することが求められるという性格に配慮しつつ、利用

の透明性向上が図られるよう、核燃料サイクル開発機構など国の研究機

関は、商業用のプルトニウムに準じた措置を行うものとする。




